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道市町村課に春闘要求書を提出―2/25

　自治労道本部は２月25日11時から「2013年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する重点要求書」「2013年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を道市町村課（対応、市町村課長）に提出し、主な要求事項について櫛部賃金労働部長・鎌塚組織部長より下記のとおり説明し、要請した。
（１）国公給与削減の地公への要請について

　国と地方の関係、地方自治の根幹にかかわる大問題であり、道としても引き続き政府へ要請をしていただきたい。

（２）臨時・非常勤の処遇改善について

　手当支給を認める地方自治法改正、パート労働法の趣旨の地方自治体への適用、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設などの法整備について、国や関係団体に要請をすること。

（３）労働基本権について

　国公関連四法案、地公関連二法案は廃案となったが、自律的労使関係制度の措置へ向け、道としても法案の早期成立を政府に対して要請すること。また、争議権の法律保障や、消防職員の団結権や協約締結権についても保障すること。
（４）雇用と年金の接続について

　再任用の義務化に際して、国は法令の改正を行わず、各省庁での対応という方向になっている。基本的には定年の延長を求めているが、法令等の準備も整わず、地方においては運用がされていない自治体がほとんどである。道としても各自治体に対して助言や情報提供をおこなっていただきたい。

（５）男女平等社会の実現にむけて

　改正男女雇用機会均等法や改正パートタイム労働法の実現など法整備がはかられているところだが、公務職場においてはなかなか進んでおらず、制定されていても活用がされていない現状にある。地域経済にも大きく影響を与えるものと考えていることから道においても男女平等社会の実現に向け取り組みを要請する。
　道市町村課は「国からの通知については制度の主旨を助言するという立場であり、職員の給与等の決定にあたっては基本的には各市町村において自主的に決定いただくものと考えている」とし、要求事項については後日回答するとした。

　最後に藤盛副委員長より「国公給与削減の地方への要請・交付税の減額は地方自治の根幹にかかわる問題。臨時非常勤職員の劣悪な労働条件は公務職場を問わず社会的大問題である。雇用と年金の接続についても今春闘の重点課題であるが、各自治体では運用が厳しい現実。市町村から問い合わせがあった際には道としても雇用と年金を接続するという主旨で対応願いたい」と申し入れ、重点要求書の提出を終了した。
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